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研究成果の概要（和文）：ヨハネスブルグ会議（2002年）からリオ＋20会議（2012年）の時期における地球環境ガバナ
ンスの制度化の特徴は、1990年代の経済のグローバル化に対する主権国家群の復権とグローバルな市場における多国籍
企業群のCSRの新展開に見られる。その傾向は、気圏、地圏、生物圏、水圏という４つの環境圏における問題群に共時
的に見られる。通時的には、環境問題の「国際化」、「世界化」、「グローバル化」を経て、「持続可能な開発」の第
４の側面としてその制度化が位置付けられる。

研究成果の概要（英文）：Salient features of institutionalization in global environmental governance 
during the period from the 2002 Johannesburg conference to the 2002 Rio+20 conference include: the 
revival of state-centric international relations in reaction to economic globalization in the 1990s as 
well as the further integration of market-oriented CSR practices in the global marketplace. These 
tendencies can be found synchronically across the four environmental spheres: atmosphere, geosphere, 
biosphere and hydrosphere. Diachronically, institutionalization can now be understood as the fourth 
pillar of “sustainable development” after the phases of “internationalization,” “worldization,” and 
“globalization” of environmental problems.

研究分野：国際関係論
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１．研究開始当初の背景 
 
（１）地球環境ガバナンスの国際制度は 1972
年以降 10 年おきに開催された国連会議を画
期として進展している（表１）。1972 年に開
催された国連人間環境会議（ストックホルム
会議）の決議によって国連環境計画（UNEP）
が設立された。途上国に本部を置いた最初の
国連機関が環境に特化したこのプログラム
であったが、1982年の UNEP管理理事会特別
会合（ナイロビ会議）では、先進国の浪費的
な消費形態だけでなく途上国の貧困によっ
ても環境に対する脅威が増大することが認
識され、日本の提案によって環境と開発に関
する世界委員会が発足した。同委員会の報告
を受けて開催された 1992 年の国連環境開発
会議（リオ会議）を契機に地球環境ファシリ
ティーや国連持続可能な開発委員会
（UNCSD）が創設された。 
 
表１：地球環境ガバナンスの変遷 

 
（２）2002年の持続可能な開発に関する世界
サミット（ヨハネスブルグ会議）では、新た
な国連機関は制度化されなかったが、国際環
境ガバナンスの制度強化がレビューされた
一方で、官民パートナーシップ（PPP）が注
目された。こうした背景を踏まえて、本研究
では、2012年の国連持続可能な開発会議（リ
オ＋20 会議）までの 10 年間の地球環境ガバ
ナンスにおける国際制度の特徴を見究めた
いと考えた。 
 
２．研究の目的 
 
（１）本研究は、気圏・地圏・生物圏・水圏
をめぐる地球環境問題群に焦点を当てなが
ら共時的・通時的に比較分析を行うことによ
って、4 つの環境圏における問題群に対応す

る制度化の相違点を抽出し、なぜこれらの相
違点が生成されたのかについて理論的かつ
実証的に解明することを目的とする。 
 
（２）比較政治学における新制度論をめぐる
論争では、国家中心と国家と社会にわたる制
度化を重視する論調があったが、これを国際
関係学に援用してその適用性を探る。こうし
た目的意識を持ちつつ、ヨハネスブルグ会議
からリオ＋20 会議に至る国連交渉とグロー
バル市場における制度化の動向を追う。 
 
３．研究の方法 
 
（１）先行研究レビューを踏まえて、４つの
環境圏における通時的及び共時的な仮説を
構築する。通時的には、1970 年代の越境環
境問題の「国際化」、1980年代の途上国を含
む環境問題の「世界化」、1990年代の地球環
境問題の「グローバル化」を経た後の 2000
年代以降は、経済のグローバル化促進現象と
してのグローバル企業による市場メカニズ
ムの制度化と、経済のグローバル化に対する
反動としての政府・公的部門の再埋め込みが
地球環境ガバナンスの新しい制度化の主要
因になっていると仮定した。 
 
（２）地球環境ガバナンスに関する国連交渉
や多国間環境協定の締約国会議を参与観察
するとともに、国際機関・政府・企業・市民
社会などの関係者から専門知識の提供を受
けて、仮説検証を行うこととした。 
 
４．研究成果 
 
（１）2013年度は、地球環境ガバナンスの制
度化の行方について、ミランダ・シューラー
ズ教授（ベルリン自由大学）らにヒアリング
調査を実施した。リオ+20 会議での地球環境
ガバナンスの制度化交渉については、UNEP
の強化と格上げ問題が焦点となった。UNCSD
に代わってハイレベル政治フォーラムが新
設され、58か国の地域代表から選出されてい
たUNEP管理理事会のユニバーサル化が決め
られたものの、かつての世界環境機関構想な
どの制度化に向けたモメンタムはない。その
一方で、2002年ヨハネスブルグ会議以降に実
現した国際再生可能エネルギー機関のよう
に国連システム外で国際制度化が進展した
例も見られた。持続可能な開発目標（SDGs）
策定交渉においても、ミレニアム開発目標策
定時とは異なり、賢人会合や国連本部主導で
はなく、各国政府代表による政府間交渉で進
められることになった。このように、地球環
境ガバナンスの制度化における加盟国間の
民主化とも呼べるような国際関係の復権は、
経済のグローバル化に対抗する主権国家に
よるパワーの引き戻しと理解できる。 
 
（２）2014〜2015年度は、地球環境ガバナン
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スの制度化の行方について、ポスト 2015 年
開発アジェンダをめぐる国連交渉とグロー
バル市場における CSR に焦点を当てたイン
フォーマルな制度化を考察した。前者につい
ては、SDGs 策定とそれに対応した制度化に
ついて、後者については国際統合報告評議会
（IIRC）の取り組みを追った。前者について
は、環境・経済・社会という持続可能な開発
の 3つの柱の統合とガバナンスをめぐる「第
4 の柱」論争において倫理や制度化の側面が
重要となっていることを検証した。2014年 3
月に国連防災世界会議（仙台）に来日したパ
ン・ギムン国連事務総長に「第 4の柱」は何
かと質問する機会を得て、「Justiceだと思う」
との回答を得たことからも、公正な制度化が
重要になっていると考えられる。また、後者
については、政府間交渉としての 2030 年ア
ジェンダにおける SDGsの先駆けとなったと
位置づけられる、IIRCのパイロットプロジェ
クトに参加した日本の医薬品メーカーの統
合報告書の取り組みについて事例研究を国
際会議で報告するとともに Sage 社から出版
した。 
 
（３）気圏に関して、混迷する気候変動交渉
については国際的な対立構造は長らく変わ
っていなかったが、2009年のコペンハーゲン
会議での失敗の翌年に開催されたカンクン
会議では、2013〜2020年までの移行期におけ
る国際制度的枠組みが決まった（表２）。移
行期には、キャップ・アンド・トレードをと
る京都議定書第 2約束期間とプレッジ・アン
ド・レビューをとるカンクン合意が併用され
ることとなった。2015年度には、アメリカン
大学パリ校に滞在して、パリ会議交渉を追っ
た。パリ合意は、単なるプレッジ・アンド・
レビューを引き継いだだけでなく各国の野
心的な措置を後戻りさせないラチェット・メ
カニズムが効果的に制度化されるかが問わ
れている。また、京都議定書のようにグロー
バルな制度化を目指すのではなく、気温上昇
を２℃あるいは 1.5℃に抑えるグローバル目
標を実現するために各国が決めた貢献策と
国際協力に依存する制度を想定している点
で、主権国家のパワーの引き戻しのように見
えるが、本質的にはグローバル社会における
分散協調型の制度化への移行の一環として
理解することができよう。 
 
表２：気候変動ガバナンスの制度化の変遷 
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（４）生物圏については、2010年に名古屋で
第 10 回生物多様性条約締約国会議が開催さ
れ、生態系についての愛知目標、遺伝資源の
取得の機会及びその利用から生ずる利益の
公正かつ衡平な配分（ABS）に関する名古屋
議定書、バイオセーフティーに関するカルタ
ヘナ議定書の責任及び救済に関する名古
屋・クアラルンプール補足議定書が採択され、
これらの制度化に関する含意を検討した。生
態系を中心とする環境十全性を重視するか、
遺伝資源の持続可能な経済的な利用と社会
的な衡平性を重視するか、遺伝子組み換え生
物の環境的・社会的損失への責任や救済を重
視するかという課題は、環境・経済・社会的
な側面を目標としてどう組み合わせるかに
よって一様ではなく、それに応じて国家と社
会における制度化を設計する必要がある。こ
れらの地球環境交渉の動向について日本国
際政治学会で報告した。 
 また、2013年には気圏・水圏・地圏・生物
圏に影響を与える有害物質の水銀に関する
水俣条約が成立した外交会議が開催された。
有害物質をめぐる国際制度として水俣条約
は各締約国の自主的な取り組みによる条項
が多く、汚染者の責任や補償・修復について
不十分な点が見受けられる。 
 
（５）水圏については、世界水フォーラムの
動向に見られるように、先進国と途上国ある
いは欧米やアジア・ラテンアメリカの開催都
市によって水道事業の民営化と再公営化を
両端として、PPPや新公共経営などの制度化
論争がダイナミックに揺れて動いている。
2003年に開催された第3回世界水フォーラム
では、環境・社会（文化）・経済の 3 側面が
それぞれ滋賀・京都・大阪の開催都市に象徴
されていたが、2006年メキシコシティーでの
第 4回世界水フォーラムでは、ラテンアメリ
カでも大きな問題となった水の民営化に対
抗するフォーラムが開催された。世界水協議
会の本拠地でもあるマルセイユで開催され
た第 6回世界水フォーラムでは民間投資を含
む水への投資の最適性と既存の制度の統合
的重要性が指摘されたが、フランスでも再公
営化は進展している。 
 
（６）2015年度に開催された第 3回国連開発
資金会議、国連持続可能な開発サミット、第
21 回国連気候変動枠組条約締約国会議をフ
ォローすることにより、今後の地球環境ガバ
ナンスの制度化の含意を検討した。アジスア
ベバ行動計画では、従来よりも明確な目標が
設定されモニタリングも強化されたが、従来
からの公的資金だけでは賄えない部分を期
待された革新的資金創出メカニズムには踏
み込まずに民間資金の導入によるグローバ
ル・パートナーシップで支えることとなった。
これは先進国や新興国の影響力によるとこ
ろが大きい。2030アジェンダと持続可能な開



発目標（SDGs）やパリ協定では長期目標とそ
れを達成するための実施手段をめぐる制度
化が先進国、新興国、途上国問わずすべてに
課されることになったが、グローバルな野心
的な長期目標を達成するためには、デュピュ
イの「賢明な破局」論にも通底するバックキ
ャスティングの認識論的転回とそれに基づ
く効果的なラチェット・メカニズムの制度化
が必要である。民間企業の自主的参画につい
ては、SDG指標にも取り入れられたサステナ
ビリティ報告や統合報告が市場社会におけ
る制度化にとって重要なツールとなりうる
だろう。 
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